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1. はじめに 

 都市中小河川の多くは，用水路や排水路としての治水・利水機能を優先した結果，その多くが

三面張形状で整備されてきた．一方で，都市河川は貴重なオープンスペース・環境空間と認知さ

れ，アメニティ機能も求められつつある．住民の都市河川に対する要求機能は多様化し，人によ

って各機能に対する価値の重み付けも多様である．住民の多様な価値評価構造を明らかにするこ

とは，都市河川が持つ価値を向上させる施策を効率的に検討する上で不可欠である．本研究では，

住民の都市河川に対する意識の多様性に着目し，都市河川に対する住民の価値評価構造を明らか

にすることを目的とした．価値評価指標として，治水，親水を含めた総合的な満足度（以下，満

足度と呼ぶ）および金銭を扱った．モデル河川として千葉県北西部の大堀川・大津川・坂川・真

間川を取り上げた． 

 

2. 価値評価構造構築 

 既往の研究に基づき仮説を構築し，アンケート調査I（2008年7月実施，回答数300）の結果を

基に，その仮説の妥当性を検証した．まず，潜在クラス分析によって，近隣河川への意識に基づ

き住民を類型化し，5つの川の意識グループを得た．地域についても，河川の物理属性に基づき，

クラスター分析により類型化し，5つの地域グループを得た．近隣河川への意識グループ，地域

グループおよび満足度の相関分析を行い，川の状態および人の特性が満足度に与える影響を評価

した結果，近隣河川の評価は，近隣河川の状態より近隣河川への意識の影響が大きいことが明ら

かになった．次に，評価グリッド法を用いて，近隣河川の認知構造パス図を作成した上で，近隣

河川への意識グループ別のパス図を比較して，近隣河川への意識と評価構造の関連を解析した結

果，近隣河川への意識によって認知構造に大きな差があることが示された． 

 

3. 価値評価構造定量化 

(1) 満足度を指標とした価値評価構造 

 得られた評価構造を定量化するために，アンケート調査II（2008年11月実施，回答数1238）の

結果を基に，川の特性（自然の豊かさ，遊歩道の状態，利用安全性，水の状態，施設の状態，緑

の豊かさ，きれいさ），川の印象（使いやすさ，安らぎ，気持ちよさ，楽しさ，洪水に対する安

心感），満足度の因果に関するパス解析を行った，その結果，満足度は「気持ちよさ」の貢献が

大きく，「気持ちよさ」は，主に「楽しさ」から得ていることが示された．「自然の豊かさ」は，

ほとんどの項目に影響を与えており，特に，「水の状態」，「きれいさ」，「遊歩道の状態」に

対する評価を高めていた． 



 近隣河川への意識の違いによる評価構造の差を評価するために，まず，潜在クラス分析によっ

て，近隣河川への意識に基づき住民を5つのグループ（G1～G5）に類型化した．これらのグルー

プ別にパス解析を行い，個人属性，水辺全般・近隣河川の経験・利用との相関とあわせてグルー

プ別に評価を行った結果，以下のような特徴が得られ，住民は，主に近隣河川での経験から近隣

河川への意識を形成し，その意識に基づいて近隣河川を認知，評価するという構造が示された． 

・快適追求型（G1）：川のもたらす快適性と利便性を重視し，川を水辺というより公園に近

いとらえかたをしている。 

・平均型（G2）：全体的に平均的な評価をしている．生き物に関心があり，川自体よりも川

がもたらす周囲の自然空間に着目している． 

・肯定型（G3）：居住年数が長い住民およびシニア層が多い．また，水辺経験が豊富な住民

が多い．近隣河川に対して肯定的な意識を持つ．満足度が最も高く，水辺全般や近隣河川は

重要な自然環境であるという意識が強い． 

・否定型（G4）：居住年数が長い住民および30歳代が多い．過去の洪水被害，汚濁体験の印

象が強く，近隣河川に対して否定的な意識を持つ．満足度が最も低く，水辺自体にも否定的

な意識を持つ．治水機能に価値を認めているが，アメニティ機能に価値を見いだせていない． 

・低意識型（G5）：この地域に住んで5年以内の住民および20歳代の住民が多い．近隣河川に

対する意識が低い．水辺自体に関心がなく，近隣河川に対し明確な評価構造を持っていない． 

(2) 金銭を指標とした価値評価構造 

 金銭を指標とした価値評価構造を明らかにするために，条件付きロジットモデルに，評価の多

様性の要因となる心理変数や個人属性等をメンバシップ変数として組み込んだ潜在クラスロジ

ットモデル（LSL）を用いてコンジョイント分析を行った， 

 近隣河川への意識が，金銭を指標とした評価構造に与える影響を評価するにあたり，近隣河川

の意識に関する質問の回答結果に対する主成分分析によって得られた，「アメニティ意識」，「否

定的意識」，「河川汚濁意識」，「洪水対策意識」を示す主成分をメンバシップ変数とした．河

川機能の効用関数においては，「水質」，「ごみの状態」，「洪水対策」，「護岸の形状」，金

銭尺度として「税金投入額」を変数に用いた．コンジョイント分析用質問の回答結果をもとにモ

デルを解析した結果，3つセグメント（Sm1～Sm3）が抽出された． 

・アメニティ機能重視型（Sm1）：水質，ごみの改善に価値を感じているが，洪水対策・護岸

改修は必要がないと考えており，「きれいさ」を改善する施策に金銭価値を認めている． 

・全機能重視型（Sm2）：近隣河川に対するアメニティ意識，洪水対策意識が強く，洪水対策

を含む川の機能全般に改善に金銭価値を認めている． 

・機能無関心型（Sm3）：近隣河川に対する否定的意識が強く，近隣河川の環境改善に関して

金銭価値を感じていない． 

 近隣河川の意識グループに関して，G3（肯定型）はSm3（機能無関心型）に，G5（低意識型）

はSm2（全機能型）に所属する確率が有意に低かったが，その他の近隣河川の意識グループの所

属については有意な差がなかった．金銭を指標とした価値評価は，水辺全般・近隣河川の経験と



の関連が強いことから，水辺全般・近隣河川の経験に基づき，潜在クラス分析により住民を類型

化し，これらの経験グループの支払意識グループへの所属確率を解析した．経験グループは，以

下の4つ（Ge1～Ge4）が得られた． 

・Ge1（自然環境型）：幼少時から水辺経験が豊富であり，また，洪水被害経験者が多い．水

辺全般および近隣河川に関して自然環境としての意識が高い 

・Ge2（川無関心型）：近隣河川に関しては経験がなく関心もないが，水辺全般の経験・意識

は平均的である 

・Ge3（リフレッシュ型）：幼少時から水辺経験が豊富であるが，洪水体験者は少ない．水辺

全般をリフレッシュの場と考えている 

・Ge4（水辺否定型）：水辺経験がとぼしい一方で，洪水被害経験者が多い，近隣河川だけで

なく水辺全般に対して否定的で，近隣河川については治水機能を重視している 

 経験グループは，Sm1（アメニティ機能重視型）にはGe1（自然環境型）およびGe3（リフレ

ッシュ型）が，Sm2（全機能重視型）にはGe1（自然環境型）およびGe4（水辺否定型）が，Sm3

（機能無関心型）にはGe2（川無関心型）およびGe3（リフレッシュ型）が所属する確率が高か

った．金銭を指標とした価値評価においては，近隣河川を含めた水辺全般の経験の影響が大きい．

金銭を指標とした場合，住民は，これまで水辺全般で得た体験を基に望ましい川の姿をイメージ

し，それを近隣河川にて実現するべく金銭価値を評価しているものと推察された． 

 

4. 河川機能の金銭価値算出 

 河川機能の金銭価値を評価するために，アンケート調査III（2009年2月実施，回答数1238）の

結果を基に，条件付きロジットモデルによってコンジョイント分析を行った．効用関数には，河

川機能の効用関数においては，「水質」，「ごみの状態」，「洪水対策」，「護岸の形状」，金

銭尺度として「税金投入額」を変数に用いた．また，河川機能改善に税金を投資することに関す

る住民の意識を評価するために，税金投資額がゼロの時1，正の時0となるダミー変数（ASC；

Alternative Specific Constant）を効用関数に導入した．解析の結果，「水質が江戸川並みに改善す

ること」，「ごみを目にしないことが多いレベルに改善すること」，「100年に1度の大雨に対応

すること」，「自然型護岸に改修すること」にそれぞれ一人年間1,829円，2,775円，2,639円，1730

円の金銭価値を認めていることが示された，また，ASCが有意に負となったことから，住民は，

改善内容や水準と無関係に，河川機能改善に積極的に税金を投入することを支持していることが

明らかになり，その金額は一人年間6,088円と推定された． 

 

5. 水辺価値向上に向けた施策の考察 

 近隣河川の満足度を向上させる上では，満足度が低い否定型，低意識型の意識を変えること，

増えないようにすることが重要である．そのためには，i) 親水施設の整備，地域活動促進・イ

ベント実施といった水辺の体験を増やす施策，ii) 治水対策，ごみ清掃，植生回復など，近隣河

川における不快体験を抑止する施策が有効と考えられた． 



 以上に示した施策は，これまでもその重要性が指摘され，実際の施策のなかで実行されてきた

が，これらの施策が有する，住民の意識を変えて価値を高めるという本質的な意義を，価値評価

構造に基づく解析により示すことが可能になった．また，住民は，河川機能改善に対する積極的

な投資を支持していた．予算を投じて河川機能を改善することについて，住民は，単に近隣河川

の現状に対する不満を解消することを期待しているわけではなく，これまでの水辺での体験をも

とに，近隣河川がより望ましい水辺となることを期待しているものと考えられた． 


